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議案第１号

　　平成２５年度鳥取県一般会計補正予算

　平成２５年度鳥取県の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０, ４０７,７２２千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３５０, １６８, ４６５千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（継続費の補正）

第２条　継続費の追加は、「第２表継続費補正」による。

（繰越明許費）

第３条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することができる経費は、「第３表繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第４条　債務負担行為の追加及び変更は、「第４表債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第５条　地方債の追加及び変更は、「第５表地方債補正」による。

　　平成２５年９月１１日提出

鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治　　
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第１表　歳入歳出予算補正

　　歳　　　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

７ 分担金及び負担金 883,527 22,664 906,191

１ 分 担 金 155,054 10,681 165,735

２ 負 担 金 728,473 11,983 740,456

９ 国 庫 支 出 金 44,695,806 2,274,114 46,969,920

１ 国 庫 負 担 金 14,286,218 11,036 14,297,254

２ 国 庫 補 助 金 29,162,138 2,263,078 31,425,216

12 繰 入 金 25,831,456 2,732,751 28,564,207

２ 基 金 繰 入 金 25,333,611 2,732,751 28,066,362

13 繰 越 金 3,600,291 1,399,840 5,000,131

１ 繰 越 金 3,600,291 1,399,840 5,000,131

14 諸 収 入 11,295,506 68,353 11,363,859

８ 雑 入 1,827,593 68,353 1,895,946

15 県 債 48,184,000 3,910,000 52,094,000

１ 県 債 48,184,000 3,910,000 52,094,000

歳　　入　　合　　計 339,760,743 10,407,722 350,168,465
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　　歳　　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

２ 総 務 費 23,817,725 3,082,879 26,900,604

１ 総 務 管 理 費 12,754,093 77,462 12,831,555

２ 企 画 費 5,167,502 36,792 5,204,294

４ 市 町 村 振 興 費 1,273,766 34,058 1,307,824

６ 防 災 費 1,717,145 2,934,567 4,651,712

３ 民 生 費 42,898,539 178,783 43,077,322

１ 社 会 福 祉 費 31,546,970 125,727 31,672,697

２ 児 童 福 祉 費 10,585,851 33,056 10,618,907

３ 生 活 保 護 費 749,853 20,000 769,853

４ 衛 生 費 13,982,897 1,778,176 15,761,073

１ 公 衆 衛 生 費 2,962,340 125,919 3,088,259

２ 環 境 衛 生 費 2,355,739 83,731 2,439,470

４ 医 薬 費 7,487,608 1,568,526 9,056,134

５ 労 働 費 4,572,954 401,836 4,974,790

１ 労 政 費 3,708,605 401,836 4,110,441

６ 農 林 水 産 業 費 27,957,079 1,887,501 29,844,580

１ 農 業 費 5,361,242 25,967 5,387,209

２ 畜 産 業 費 1,360,886 33,138 1,394,024

３ 農 地 費 5,830,394 112,250 5,942,644

４ 林 業 費 13,744,095 1,714,000 15,458,095
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

５ 水 産 業 費
千円 千円 千円

1,660,462 2,146 1,662,608

７ 商 工 費 12,232,599 74,205 12,306,804

１ 商 業 費 3,994,457 4,000 3,998,457

２ 工 鉱 業 費 7,047,418 51,605 7,099,023

３ 観 光 費 1,190,724 18,600 1,209,324

８ 土 木 費 49,087,464 1,649,203 50,736,667

１ 土 木 管 理 費 1,121,137 10,018 1,131,155

２ 道路橋りょう費 28,037,881 624,700 28,662,581

３ 河 川 海 岸 費 10,930,119 983,710 11,913,829

６ 住 宅 費 2,536,985 30,775 2,567,760

10 教 育 費 69,871,000 138,674 70,009,674

１ 教 育 総 務 費 8,448,078 115,966 8,564,044

５ 特 殊 学 校 費 6,302,579 16,688 6,319,267

６ 社 会 教 育 費 5,963,328 6,020 5,969,348

11 災 害 復 旧 費 5,491,031 1,216,465 6,707,496

１
農 林 水 産 施 設
災 害 復 旧 費

1,305,118 1,216,465 2,521,583

歳　　出　　合　　計 339,760,743 10,407,722 350,168,465
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第２表　継続費補正

　　追　　　加

款 項 事　　業　　名 総　額 年度 年  割  額

１ 教育総務費 鳥取西高等学校整備事業費
千円

25
千円

10 教 育 費 170,000 68,000

26 102,000

米 子 東 高 等 学 校
改 築 整 備 事 業 費

18,200 25 5,460

26 12,740

５ 特殊学校費 西部病弱高等部整備事業費 5,038 25 1,512

26 3,526
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第３表　繰越明許費

款 項 事　　業　　名 金　　額

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 公有財産管理・利活用対策費
千円

8,871 

６ 防 災 費
消防防災ヘリコプターテレビ
電送システム更新事業費

528,194 

島根原子力発電所に係る
平常時モニタリング事業費

41,139 

消防防災ヘリコプター
更 新 事 業 費

2,400,251 

６ 農 林 水 産 業 費 ４ 林 業 費
農山漁村地域整備交付金事業費
（ 治 山 ）

62,192 

７ 商 工 費 ２ 工 鉱 業 費
地方独立行政法人鳥取県産業技術センター
運 営 費 補 助 金

22,174

８ 土 木 費 １ 土 木 管 理 費 土 木 事 業 総 務 費 10,018 

２ 道 路 橋 り ょ う 費
防災・安全交付金事業費
（道路橋りょう維持費）

80,000 

市 町 村 受 託 事 業 費
（ 道 路 ）

54,600 

道 路 改 良 事 業 費 928,000 

社会資本整備総合交付金事業費
（道路橋りょう新設改良費）

50,000 

３ 河 川 海 岸 費 砂 防 維 持 修 繕 費 72,000

防災・安全交付金事業費
（ 通 常 砂 防 事 業 ）

109,900 

防災・安全交付金事業費
（急傾斜地崩壊対策事業）

119,800 

小規模砂防施設新設費 68,700

単県急傾斜地崩壊対策事業費 63,500 

河川等災害関連事業費 120,000

11 災 害 復 旧 費 １
農 林 水 産 施 設
災 害 復 旧 費

治山施設等災害関連事業費 562,500 

計 5,301,839
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第４表　債務負担行為補正

　　追　　　加

事　　　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

子育て拠点施設等整備事業補助 平成２６年度
千円

７９，６１７

感 染 症 医 療 提 供
体 制 強 化 事 業 補 助

平成２６年度から
平成２７年度まで

１８，０００

総 合 療 育 セ ン タ ー
医 療 事 務 業 務 委 託

平成２６年度から
平成２８年度まで

４６，３０５

鳥取砂丘新発見伝事業費負担金 平成２６年度 ８，０００

とっとりバイオフロンティア管理委託
平成２６年度から
平成３０年度まで

５７７，７８５

経営革新企業ステップアップ
設備投資支援事業利子補助

平成２６年度から
平成３０年度まで

２１,４１６

産 業 人 材 育 成 セ ン タ ー
仮 設 校 舎 賃 借 料

平成２６年度から
平成２７年度まで

１２，４３２

緊 急 雇 用 創 出 事 業 費 平成２６年度 １６１，４５６

県 産 牛 肉 付 加 価 値 ア ッ プ
研 究 等 委 託

平成２６年度 ８，７９８

とうほくとっとり・森の里
親 プ ロ ジ ェ ク ト 業 務 委 託

平成２６年度から
平成２８年度まで

５，２６５

除 雪 事 業 委 託
平成２６年度から
平成２７年度まで

１００，０００

県立学校機械警備業務委託
平成２６年度から
平成３０年度まで

２６，２９５
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補　　　　正　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

事　　　項 期　　間 限　度　額 事　　　項 期　　間 限　度　額

千円 千円

私立学校振興資
金利子補助

平成 26年度
から平成35
年度まで

44,767 私立学校振興資
金利子補助

平成 26年度
から平成35
年度まで

46,554

私立学校振興資
金利子補助

平成 26年度
から平成34
年度まで

21,352 私立学校振興資
金利子補助

平成 26年度
から平成34
年度まで

21,797

鳥取県保育士等
修学資金貸付金

平成 26年度
から平成31
年度まで

153,600 鳥取県保育士等
修学資金貸付金

平成 26年度
から平成31
年度まで

162,960

被災者向け民間
賃貸住宅（借上
げ応急仮設住
宅）賃借料

平成 26年度 986 被災者向け民間
賃貸住宅（借上
げ応急仮設住
宅）賃借料

平成 26年度
から平成27
年度まで

1,874

環境にやさしい
木の住まい助成
事業補助

平成 26年度 補助金総額
211,705千円
を限度とし
て、平成 25
年度に交付
決定した額
から平成 25
年度に交付
した額を差
し引いた額

環境にやさしい
木の住まい助成
事業補助

平成 26年度 補助金総額
242,480千円
を限度とし
て、平成 25
年度に交付
決定した額
から平成 25
年度に交付
した額を差
し引いた額

食の安全・安心
プロジェクト推
進事業補助

平成 26年度 補助金総額
40 ,000千円
を限度とし
て、平成 25
年度に交付
決定した額
から平成 25
年度に交付
した額を差
し引いた額

食の安全・安心
プロジェクト推
進事業補助

平成 26年度 補助金総額
50 ,000千円
を限度とし
て、平成 25
年度に交付
決定した額
から平成 25
年度に交付
した額を差
し引いた額

　　変　　　更
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補　　　　正　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

事　　　項 期　　間 限　度　額 事　　　項 期　　間 限　度　額

千円 千円

県営地域ため池
総合整備（天神
野地区）工事

平成 26年度 131,600 県営地域ため池
総合整備（天神
野地区）工事

平成 26年度
から平成27
年度まで

196,000

木材産業雇用支
援事業補助

平成 26年度 補助金総額
60 ,415千円
を限度とし
て、平成 25
年度に交付
決定した額
から平成 25
年度に交付
した額を差
し引いた額

木材産業雇用支
援事業補助

平成 26年度 補助金総額
79 ,320千円
を限度とし
て、平成 25
年度に交付
決定した額
から平成 25
年度に交付
した額を差
し引いた額
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起債の目的

補　　　正　　　前 補　　　　正　　　　後

限 度 額 起債の
方　法 利率

償還の
方　法 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

防 災 総 務 費
千円 千円

155,000 683,000

土 地 改 良 費 247,000 264,000

農地防災事業費 115,000 118,000

産 業 技 術
セ ン タ ー 費

30,000 58,000

河 川 総 務 費 34,000 677,000

砂 防 費 1,957,000 2,064,000

教育財産管理費 1,488,000 1,493,000

耕地災害復旧費 1,000 4,000

林 道 施 設
災 害 復 旧 費

16,000 24,000

治 山 施 設 等
災害関連事業費

120,000 288,000

消防連絡調整費 0 2,400,000 証書借入れ
又は証券発
行の方法に
より財政融
資資金その
他より借入
れするもの
とする。た
だし、事業
又は県財政
の都合によ
り起債額の
全部又は一
部を翌年度
に繰り延べ
て起債する
ことができ
る。

10％以内
（ た だ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後 の 利
率）

借入年度から
１年すえ 置
き、じ後29年
度間に償還す
るものと す
る。ただし、
県財政その他
の都合により
すえ置き及び
償還年限を短
縮又は延長し
て起債し、あ
るいはすえ置
き又は償還期
間中であって
も償還年限を
短縮し、延長
し、又は繰上

第５表　地方債補正
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起債の目的

補　　　正　　　前 補　　　　正　　　　後

限 度 額 起債の
方　法 利率

償還の
方　法 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

償還を行い、
若しくは借換
えすることが
できるものと
する。

　ただし、各目的ごとの起債の額の合計は、歳入予算で定める県債の額を超えないものとする。


